
酪肉基本方針パンフレット 

「酪肉基本方針」 

 「酪農及び肉用牛生産の

近代化に関する基本方針」

を略したものです。新しい農

業基本計画の下、これから

の酪農と肉用牛生産の振

興のマスタープランとして12
年４月に定められました｡ 
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資源循環型農業の元祖 

２１世紀の大家畜生産振興プラン 

「牛・草・土」の調和をめざして 
大家畜生産の原点とは!? 

 酪農と肉用牛生産はもともと､

人間が利用できない草資源を牛

のおなかを通すことによって、人

間の食物（牛乳､チーズ､バター

などの乳製品や牛肉） を生産す

る農業です。 

 草のエネルギー（おおもとは太

陽エネルギーともいえます）の一

部は牛自身の代謝にも使われた

あと、栄養いっぱいのたんぱく質､

ビタミン､ミネラル､脂質などに変

えられて､私たちの生きる源にな

るのです。 

 草を食べた牛は､代謝の残りを

ふんや尿として体の外に排出し、

草地に落ちたふんは微生物に

よって、牧草が利用できる窒素､

りん､カリウムなどの栄養素に分

解されます。 

 このように本来、酪農や肉用牛

生産は 「資源循環型」農業の元

祖なのです。 

 しかし、産業としての大家畜生

産が成長するにつれ､ともすれば

輸入の穀物飼料に頼りがちに

なったり、頭数が増えすぎてふん

尿を還元する畑を十分確保でき

なくなるなどにより「牛・草・土」の

バランスが崩れてきています。 

 こうしたことが､飼料価格の影響

を受けやすい経営になったり､環

境問題を引き起こしたり､最近の

経営者の頭を悩ます問題に発展

しています。 

 国際的な競争にも負けないコ

ストや品質を確保することと､国

産の飼料作物を可能な限り利用

し、環境問題を引き起こさないよ

うに家畜のふん尿を堆肥としてき

ちっと還元する経営を作り上げる

ことは､簡単なことではありません

が、食料自給率の向上､消費者

の理解を得た大家畜生産の振

興策の推進のために、そうした資

源循環型の大家畜生産を実現

することが､求められています。 

放牧地でのんびりする乳牛 



「生産努力目標」 

 いずれの品目も､すう勢に

まかせて生産が増加するわ

けではありません。輸入品と

比べて魅力を持った食品とし

て国民に選択されるされるた

めには､品質､価格など一定

の水準であることが求められ

ます。 

 また、そうした農畜産物を

持続的に生産するためには

コスト､環境面での取り組み、

担い手の確保など､一定の課

題を解決する必要がありま

す。 

 そうした課題を解決した上

で達成可能な生産目標を

「生産努力目標」といいま

す。 

生産努力目標は､生産者､団体､

自治体､国が力を合わせて実現 

乳製品や牛肉は、消費の伸びが期待できる食品 

国 産 の 力 を 発 揮 し よ う ！ 

 畜産物は良質のタンパク質の供

給源であるとともに､乳製品ならカ

ルシウム､牛肉なら鉄分､ミネラル

の貴重な供給源になっています。 

  

 基本計画では、こうした栄養面

での役割も考慮に入れた上で､

「望ましい消費の姿」を描き出して

います。 

 

 このなかで牛乳・乳製品や牛肉

は､今後も消費の伸びが期待でき

る食品と位置つけられています。 

 

 国産の牛乳・乳製品､牛肉には

こうした需要の伸びに応えることが

求められています。 

 

消費の伸びが期待されるチーズ 

乳 製 品 は カ ル シ ウ ム ､ 牛

肉 は 鉄 分 の 最 高 の 供 給 源 

○カルシウムの食品群別摂取構成比
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 「目の肥えた」消費者に国産の

畜産物を選んでもらうためには、

価格に見合った品質で安定的に

提供することや､分かりやすい表

示､商品説明など生産・流通・販

売が一体となった努力が必要で

す。 



畜産物と食料自

給率 
 

 畜産物の消費が増え

ると食料自給率が低下

する？という説があり

ます。 

 これは畜産物の消費

増が米の消費減につな

がっている、また、畜

産物は輸入穀物に依存

しているので穀物の輸

入が増え自給率が下が

る、ということが根拠

になっています。 

 

 こうした批判は､食料

自給率という現象面だ

け捉えれば､当たらずと

言えども、遠からず

ず、といったところで

しょうか。 

 

 しかし、国産飼料を

利用した畜産物の生産

に心がけ、その消費が

増えれば食料自給率の

低下を防ぐことは可能

です。 

新しい酪肉基本方針の合言葉

は「資源循環型畜産」です。 
生産､流通､支援組織､行政それぞれの立場は異なるけど目標はひとつ。 

飼 料 自 給 率 の 向 上 と 環 境

問 題 は 、 表 裏 一 体 。 

 旧農業基本法の下、畜産は驚

異的な成長を遂げました。消

費､生産の拡大はもちろんです

が、畜産経営者も､専業・大規

模経営として､我が国の農業を

支える立役者となりました。 

 

 一方､いつのまにか､畜産は輸

入飼料依存型である、とか、環

境問題の元凶になっている、と

か批判を浴びることも多くなっ

てきました。 

 

 特に､食料自給率の向上が国

民的な課題となった今､私たち

は今までの畜産物生産の方法を

見つめなおす「ターニングポイ

ント」に立っています。 

 

消 費 者 と の パ ー ト ナ ー

シ ッ プ を 構 築 し よ う 

食 料 自 給 率 と 畜 種 別 自 給 率 の 推 移
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資料：農水省「畜産物生産費調査」、「日本標準飼料成分表」
注　 ：純国内産飼料自給率である。

飼料自給率（肉用牛繁殖）

飼料自給率（酪農）

飼料自給率（全畜種）
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 飼料自給率の向上､環境問題

の解決など、どれも一朝一夕に

できることではありません。 

 

 生産者の努力とあいまって､

団体､行政もできる限りの支援

が必要です。 

 

 それと､最も大事なことは、

そうした生産者の苦労､努力を

理解してくれる消費者を味方に

つけることです。 

 

 酪肉基本方針では、こうした

生産者と消費者の相互理解に

たった協力関係を「パートナー

シップ」として大切に育てるべ

きだと提言しています。 



経営指標 
 

 酪肉基本方針で示した大

家畜生産の目標を実現する

ために、経営者の方々にめ

ざして頂きたい酪農・肉用

牛生産の経営の目安となる

指標。 

 

 経営の類型ごとに、飼養

管理、飼料生産、家畜はい

泄物処理の３分野における

基本的な数値を示しまし

た。 

経営指標は､牛､草､環境のバラ

ンスのとれた経営実現の目安 

 また、経営指標は、行政にとっ

ては、食料自給率向上の観点か

ら今後推進すべき、施策の方向

を示したものです。 

 今後、国の施策は、こうした経

営指標達成の方向に重点的に

行われることになります。 

 

 生産者の方々はこうした行政の

シグナルをうまくとらえ、経営に活

かしてください。 

経営者の数だけ「経営指標」はある！ 

１点豪華主義はだめ？  

 経営指標は、自然条件や立地

条件を考慮して、地域別に多様な

類型を設定しています。 

 

 今回の酪肉基本方針では、酪

農で法人タイプを新たに設けた

り、酪農・肉用牛で中山間地域の

タイプを設けたり、時代の要請に

あわせた見直しをしています。 

 

 経営指標は、経営者にとっては

実現可能な飼料、家畜管理、環

境対策のバランスの取れた経営

の目標と考えてください。 

  

 特に、飼料自給率の向上と合わ

せた生産力のアップが望まれま

す。 

酪農・肉用牛生産は「総合産業」。草づくり、牛づくり、土づくりが基本。 

今 後の施策の方向です 
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「ハセップ」と読みま

す。NASA（アメリカ
航空宇宙局）の宇宙食

製造における安全性の

管理システムを応用し

た食品の製造工程にお

ける安全性管理システ

ムのこと。 

生産者と消費者を結ぶ流通部門

の役割は、一層大きなものに 
生産者の努力が消費者にストレートに伝わるように

流通部門の合理化が求められています。 

 今だ記憶に新しいO157、狂牛

病―消費者に大きな不安を与え

ました。安心・安全・新鮮な畜産

物を供給することは生産者のみ

ならず、直接、消費者に食品を

提供する製造業者などにとって、

とても大事な課題です。 

 

 新しい基本方針では、乳業工

場のHACCP普及目標を設定し

ました。 

流通部門の合理化目標

が設定されました。 

 生産段階でのコスト低減が進

んでも、流通・製造部門で、必要

以上のコストがかかっていては、

消費者に生産者の努力が伝わら

ないことになります。 

 

 例えば、乳製品をみても、以前

から、我が国の乳業工場は、海

外に比べ稼働率が低いと指摘さ

れてきました。 

 

 こうした指摘を踏まえ、今後、

一層の乳業の合理化を進めるた

め、新しい酪肉基本方針では

「乳業の合理化指標」を定め、乳

業工場数の目標、製造コストの

目標などを示しています。 

 

 同様に、肉用牛や牛肉流通に

おいても合理化を進めるため、

家畜市場の取引頭数の目標、食

肉処理施設の稼働率の目標な

ども新たに定めました。 

生産者 

消費者 

安全な畜産物提供のた

めHACCPの普及も重要 

流通関係者 


